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東アジア新興国における中小企業の海外展開1
 高橋文行
要旨
日本企業の新興国へのビジネス展開が加速している中で、直面した課題は少なくない。
本稿は、特に日系中小企業による成長が著しい東アジア新興国への事業展開に焦点を当て、
理論研究と現地調査の結果を踏まえ、中小企業の東アジア新興国のビジネス環境変化への
対応、及び取るべき戦略・対策を考察するものである。さらに、上述の結果等を基に、成
功へと導く中小企業の国際戦略と具体的方策の提言を目的としている。
キーワード：東アジア新興国、中小企業、海外展開、国際戦略
Ⅰ　はじめに
今日、国内市場の縮小や新興国の需要伸張などにより、日本企業が海外市場の成長をい
かに取り込むかが大きな命題となっている。大企業だけではなく中小企業においても、我
が国の経済の長引く停滞や人口減少による国内需要の減少に伴い、成長著しい東アジア新
興国において、海外需要を取り込むため、海外展開が拡大傾向にあると考える。
海外展開には様々な課題・リスクがあるため、中小企業はそれらを見極めつつ、支援施
策等も活用することで、海外展開に取り組むことが求められる。中小企業庁、中小企業白
書₂₀₁₂年版によると、中小企業全体から見ると、海外への輸出を行っている製造業者は
₂．₈％、卸売業者でも₂．₉％、海外への直接投資を行っている製造業者であっても ₁ ％強で
あり、海外展開を行っているのはごく一部の限られた中小企業に留まると言える。
また、外務省の海外在留邦人数・進出日系企業数の調査結果（平成₂₆年版）によると、
海外に進出している日系企業の総数（拠点数）は、少なくとも ₆ 万₃︐₇₇₇拠点で、前年よ
り₂︐₉₈₉拠点（₄．₉₂％）増加しており、地域別では、「アジア」が日系企業全体の約₇₀％（ ₄
万₄︐₇₂₉拠点）を占め、国（地域）別では、「中国」が日系企業全体の約₅₀％（ ₃ 万₁︐₆₆₁
拠点）を占めている。しかし、₂₀₁₀年以降、領土問題、歴史認識を巡る日中関係の緊張に
より、日本企業にとっての中国でのビジネス環境は激変したことは確かである。政治的な
課題だけでなく、中国経済の先行きの不透明感なども重なり、日本企業の中には、中国以
外の企業進出先を模索し、中国からの撤退や事業縮小を検討・実施する企業も出現してい
₁ 　本研究は平成₂₆年度科研費（基盤研究（Ｃ）₂₆₃₈₀₅₉₉）の支援を受けて実施したものである。
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る。その結果、経済成長の著しいベトナムやミャンマーなどアジア新興諸国向けの直接投
資を増やしている。
このような状況下で、本稿は経済成長の著しい東アジア新興国を中心とした新たな市場
に展開する日系中小企業を対象として、中国、ベトナム、ミャンマーにおける中小企業の
国際戦略について論じる。本研究の目的は、成長が著しい東アジアにおける日系中小企業
が海外進出を決定した背景・目的と進出時の諸問題を把握すると共に、現在の操業上の課
題等を把握し、東アジア新興国のビジネス環境と中小企業の海外展開について考察する。
研究方法は図 ₁ に示すように、国際経営に関する先行研究を収集・整理し、文献調査結
果を基にヒアリング調査項目を設計・実施した。また、文献調査結果を踏まえた上で、調
査結果の分析・検証を行った。
₂₀₁₀年から中国の日系現地企業の経営者のインタビュー予備調査を₁₅社で実施してきた。
また₂₀₁₃年にはマレーシア、ベトナムで₁₉社の現地調査を行い、日本の中小製造企業の海
外での事業継承と発展、グローバル企業に育てていくための海外進出戦略などについて実
証研究を展開している。₂₀₁₄年には、IT 業界を中心に、中国大連に進出した日系中小企
業 ₂ 社、ミャンマーで IT 人材を積極的に採用する中小企業 ₅ 社の経営者のインタビュー
を行い、中小企業が海外進出を決定した背景・動機と進出時における諸問題をはじめ、現
在の課題と今後の動向に関して経営者に対して調査を実施した。また、中国大連のソフト
ウェアパーク、ミャンマー ICT パークを訪問し実地調査を行った。
以上の調査結果を踏まえて、本稿では、実地調査の中で中国、ベトナム、そしてミャン
マーにおける中小 IT 企業を中心とする海外展開に焦点を当て、次の ₂ 点について考察す
るものである。第一に、中小企業の東アジア新興国への展開は現在どのような状況にある
か。第二に、中国で事業展開している中小企業はベトナム、ミャンマーなど新興国へシフ
トをしているのかである。
本稿の構成は次のとおりである。第一に、先行研究のレビューでは、本研究の中心とな
る国際貿易や直接投資に関する理論を整理し、中小企業には適用しにくい、実証研究を行
図 １　研究方法の概念図
文献調査
ヒアリング
調査
調査
項目作成 結果報告
アジアビジネス
研究会
分析・研究
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う必要性を説明する。次に、中小企業庁「中小企業白書」そして JETRO「在アジア・オ
セアニア日系企業実態調査（₂₀₁₄年度）」の調査結果とインタビュー調査結果から、中小
企業の海外展開の現状を明らかにする。最後に、まとめとして、東アジア新興国に進出し
ている中小 IT 企業の事例研究の考察を行い、結論及び今後の課題を示す。
Ⅱ　先行研究のレビュー
企業が国境を超え事業を展開する際に、様々な問題に直面することになる。企業の国際
化に関する先行研究を振り返ると、国際貿易論の立場から国・産業・財レベルの分析によ
る経済学的研究が主流であった（リカード、ヘクシャー＝オリーンやクルーグマン、ヘル
プマンモデル）［ ₁ ］［ ₂ ］。これらは貿易取引を行う企業について均質的であることを前
提として分析が行われてきたものと考えられる。近年、企業レベルのデータの利用が可能
になり、国際企業の分析に生産性における企業の異質性を織り込んだ研究が理論・実証の
両面で活発に行われてきた［ ₃ ］［ ₄ ］（Helpman, melitz と Yeaple モデル、以下 HMY モデ
ルと略す）。HMY モデルから得られた所見は、輸出に比べ、直接投資が企業の負担する
固定費用が大きく、規模の経済性がより強く働くためである。つまり、海外直接投資は企
業規模の経済性が従来の輸出よりも大きいため、生産性が高く、売上高の大きな企業（つ
まり大企業）ほど、直接投資のメリットを享受しやすいのである。
若杉［ ₅ ］らは、異質な日本企業を対象に、大規模なミクロデータを用いて企業規模、
産業、受入先、時期などの異なるケースの比較分析を行い、国際化する企業のプレミア、
生産性、産業特性などを分析し、欧米の国際化企業との類似点・相違点を比較することで
浮き彫りにした。分析結果から、日本企業では、①少数の上位輸出企業が輸出総額の大半
を占めること、②売上高に占める輸出比率の高い少数企業が輸出の多くを占めること、③
国際化企業は非国際化企業よりもパフォーマンスが高いこと、④輸出企業に占める外資系
企業の割合が高いこと、などが確認されており、これらの点は欧米企業においても同様な
傾向が見られる。他方、欧米企業と比較して、日本企業では、⑤企業の輸出への集中が低
いこと、⑥非国際化企業と国際化企業との間での生産性格差が小さいこと、などが指摘さ
れている［ ₅ ］。しかし、多くの実証研究では、実際の企業の国際化の分布は、そこまで
明確な順位づけがないことを明らかにしている。
海外への直接投資の動機について、古典的な研究である Dunning［ ₆ ］が提唱した OLI
（Ownership, Location, Internalization）理論によると、企業が海外直接投資を行うのは、（ ₁ ）
Ownership（所有）、（ ₂ ）Location（立地）、（ ₃ ）Internalization advantage（内部化）であ
ると指摘している。OLI 理論は、企業が海外直接投資を行う際の意思決定要因や立地先の
選定要因を考える上での重要なポイントを整理している。様々な要因の関連性を明らかに
するため、より統計データによる実証分析が必要となり、海外直接投資をその目的に注目
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して水平的直接投資［ ₇ ］と垂直的直接投資［ ₈ ］に分類し、分析・考察が行われてきた。
しかし、これらの国際化理論は大企業の多国籍企業化という事象を中心に発展してきたた
め、同様な理論を中小企業に適用するだけでは、中小企業の企業行動をうまく捉えられな
い可能性があるものである［ ₉ ］。経営資源の制約が強い中小企業では、近年の事業環境
変化に対応した有効な海外展開戦略を新たに検討することは非常に重要であると考える。
本研究では、これまでの理論的枠組みでは捉えきれない海外直接投資に関する中小製造企
業の国際化経営戦略に焦点を当てる。
Ⅲ　東アジアに展開する中小企業の現状
本節では、中小企業が東アジア新興国において、事業展開をしている実態について、文
献調査とインタビュー調査の結果を述べる。
３．１　文献調査結果
中小企業に焦点を絞った文献が比較的少ないため、経済産業省中小企業庁の中小企業白
書やジェトロが行っている日系企業活動実態調査結果を参考にするものとする。
中小企業の海外展開（直接輸出、直接投資）について、輸出及び直接投資の動向に関し
ては、₂₀₁₂年版中小企業白書によると、₂₀₀₁年から₂₀₀₉年にかけて輸出企業の数と割合は
いずれも増加傾向にある。直接投資については、₂₀₀₉年における、海外子会社を持つ全企
業₇︐₉₇₇社のうち、 ₇ 割の₅︐₆₃₀社が中小企業となっている。直接投資企業の割合は、全業
種平均で₀．₃₂％にとどまっている。業種別に見ると、製造業や卸売業、情報通信業は、直
接投資企業の割合が比較的高くなっている。従業員規模が大きいほど、直接投資企業の割
合は高くなる傾向にある。特に、中小製造業では、その傾向が顕著であることが分かった。
次に、中小企業の国際化の特徴について問題を集約して見る。国際化する企業は、国際
化を行っていない企業と比較して、平均的に労働生産性が高く、売上高経常利益率や自己
資本比率等の各種指標も良いことが確認されている［₁₀］。中小企業の成長は、国際化に
先立つものなのか、それとも国際化の結果なのか、必ずしも明らかにされてこなかったよ
うに見える。国際化を開始する企業は、国際化前の労働生産性が国際化していない企業と
比較して高く、国際化開始後に労働生産性が更に向上する可能性があり、国内の雇用を拡
大させる傾向にあると結論づけることができる。中小企業が国際化を行うことになったき
っかけとしては、「取引先の生産拠点が海外に移転した」、あるいは「コスト削減要請に対
応するため海外生産の必要性を強く認識した」などの理由もあるが、「自社製品に自信が
あり、海外市場で販売しようと考えた」とする企業の割合が最も高く、中小企業が拡大す
る国外の需要を自らの成長に取り込んでいくという意識が高まっていることが伺える。海
外事業展開の動機・目的については、「取引先からの要請」や「海外進出取引先へ自主的
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な追随」といった取引先追随型進出が低下する一方、「日本市場の成熟化・縮小」や「現
地市場の開拓・拡大」、「第三国への輸出」といった市場開拓型進出が大幅に上昇している
という調査結果がある［₁₁］。
中小企業の海外展開の現状について、ジェトロが₂₀₁₄年₁₀～₁₁月に実施した「在アジア
・オセアニア日系企業実態調査」（有効回答は₄︐₇₆₇社。有効回答率₄₇．₃％）によると、
₂₀₁₄年の営業利益（見込み）を「黒字」とした企業の割合は₆₃．₉％で、前年調査（₆₄．₆％）
からほぼ横ばいであった。国・地域別の黒字企業の割合は、中国が₆₄．₁％、ベトナムが
₆₂．₃％となり、企業規模別でみると、大企業の黒字企業の割合が中小企業より₂₀ポイント
以上高くなっている（表 ₁ を参照）。他方、業歴が浅い企業が多いミャンマー（回答数ｎ
＝₈₀）では、黒字企業の割合が相対的に低い（₈．₀％）。
事業拡大の意欲については、今後 ₁ ～ ₂ 年の事業展開の方向性を「拡大」と回答した企
業の割合は₅₆．₃％と、前年（₅₉．₈％）から₃．₅ポイント減少している。中国では「拡大」
と回答した企業の割合が ₅ 割弱に低下し、「現状維持」が増えている。一方、ASEAN で
は「拡大」と回答した企業の割合は、前年より微減となったものの₆₀．₃％となった。事業
を「拡大」する理由としては、「売上の増加」が₈₄．₉％と最も高く、次いで「成長性、潜
表 １　２０１４年の営業利益（見込み）（中国・ベトナム）
　 黒字（％） 均衡（％） 赤字（％）
中国
大企業（ｎ＝₆₂₆） ₇₁．₃ ₁₀．₇ ₁₈．₁
中小企業（ｎ＝₃₃₈） ₅₀．₉ ₂₁．₉ ₂₇．₂
ベトナム
大企業（ｎ＝₃₃） ₇₂．₅ ₇．₆ ₁₉．₉
中小企業（ｎ＝₂₁₈） ₅₁．₄ ₁₈．₄ ₃₀．₃
出所：ジェトロ「在アジア・オセアニア日系企業実態調査」（₂₀₁₄年）より筆者が作成
表 ２　経営上の問題点（上位１０項目、複数回答）
項目 回答（％） 大企業（％） 中小企業（％）
₁ 位 従業員の賃金上昇 ₇₂．₂ ₇₃．₇ ₆₉．₄
₂ 位 競合相手の台頭（コスト面で競合） ₅₁．₄ ₅₄．₈ ₄₅．₁
₃ 位 従業員の質 ₄₈．₄ ₄₈．₃ ₄₈．₆
₄ 位 品質管理の難しさ ₄₆　 ₄₄　 ₄₈．₈
₅ 位 原材料・部品の現地調達の難しさ ₄₄．₆ ₄₄．₆ ₄₄．₆
₆ 位 主要取引先からの値下げ要請 ₃₈．₉ ₃₉　 ₃₈．₈
₇ 位 限界に近づきつつあるコスト削減 ₃₈．₉ ₃₉．₁ ₃₈．₇
₈ 位 調達コストの上昇 ₃₈．₈ ₃₈．₈ ₃₈．₈
₉ 位 新規顧客の開拓が進まない ₃₇．₈ ₃₅．₄ ₄₂．₄
₁₀位 通関等諸手続きが煩雑 ₃₅．₄ ₃₄．₈ ₃₆．₃
出所：ジェトロ「在アジア・オセアニア日系企業実態調査」（₂₀₁₄年）より筆者が作成
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在力の高さ」（₄₇．₈％）が続いた。事業を「縮小」もしくは「移転・撤退」する理由につ
いての回答（複数回答）では、「コストの増加」（₆₅．₃％）、「売上の減少」（₆₁．₁％）など
の割合が高く、「成長性、潜在力の低さ」との回答も ₃ 割を超えている。
経営上の問題点は「従業員の賃金上昇」を挙げる企業が、全体で ₇ 割を超え最も多かっ
た。次が「競合相手の台頭（コスト面で競合）」（₅₁．₄％）となっている。企業規模別に見
ると、大企業と中小企業とも概ね同じ結果となっている。（表 ₂ を参照）
３．２　ヒアリング調査結果
本節では、₂₀₁₄年 ₇ 月にミャンマー（ヤンゴン）で開催された「₂₀₁₅年度新卒者就職フ
ェア」に参加した日系中小 IT 企業の本社及び現地法人 ₅ 社の責任者へのインタビュー、
₂₀₁₄年₁₀月に中国大連に進出している中小 IT 企業 ₂ 社、と₂₀₁₃年 ₉ 月に実施したベトナ
ム（ホーチミン）の日系中小 IT 企業 ₅ 社の調査を比較し整理したものを表 ₃ に示しておく。
IT 産業は、一般的にハードウェア、ソフトウェア、ネット、情報処理サービスという
₄ つの業界に分けることができる。ソフトウェア産業は、他の産業に見られるような特殊
な生産設備は不要で人的資源が基本であるという特徴がある。ソフトウェア人材は主にソ
フトウェア開発関連人材（アーキテクト、プロジェクトマネジメント、スペシャリストな
ど）とセールス・マーケティング関連人材（マーケティングセールス、コンサルタントな
ど）に分けられるが、前者は一般的に先進国と途上国間の格差が小さく、教育によって比
較的容易に埋めることができる［₁₂］。日本の IT ベンダーや大手のソフトウェアユーザ企
表 ３　インタビュー調査企業
社名 本社 設立 社員数 海外拠点 事業内容
??BE 社 東京 ₂₀₀₄ ₁₀₆ 大連 ソフトウェア開発、アウトソーシング、BPO
PS 社 東京 ₂₀₀₅ － 大連・上海
米国
ソフトウエアパッケージ開発・販売
????
AV 社 三重県 ₂₀₁₀ ₄₂ なし オフショア開発、翻訳
IV 社 名古屋 ₂₀₀₇ ₂₀ なし オフショア開発・パッケージ開発
ISB 社 東京 ₂₀₀₃ ₁₆₀ なし オフショア開発
ISV 社 名古屋 ₂₀₀₇ － なし オフショア開発・販売管理システム
SV 社 東京 ₂₀₁₀ ₃₁ タイ オフショア開発・パッケージ開発
?????
GI 社 東京 ₂₀₁₃ ₆₀ シンガポール
フィリピン
オフショア開発、コンサルティング
MI 社 東京 ₂₀₁₄ ₂₇ なし オフショア開発
CM 社 横浜 ₂₀₁₂ ₆₁ なし オフショア開発
??AT 社 石川県 ₁₉₉₄ ₆₁ ミャンマー
（検討中）
ソフトウェア開発及び販売
IT 社 群馬県 ₂₀₀₈ ₃₀ ミャンマー
（検討中）
ソフトウェア開発
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業においては、コスト低減を主な目的として既に中国への業務委託が相当程度に進展して
いる。近年、ベトナムやミャンマーの低賃金労働力に、開発委託や海外進出が進んでいる。
本稿では中国、ベトナム、ミャンマーにおけるソフトウェア分野の事例を取り上げ、日系
中小企業の東アジア新興国への展開の動向を把握するものである。
インタビュー調査項目は、進出動機・目的や経営戦略の経年変化などを中心に、①海外
展開を考えたきっかけ、②いまの展開先を選んだ理由、③海外展開において苦労した点、
④海外展開を成功させる秘訣、など主なポイントとして経営者に細かく聞くことにした。
各社からの主なヒアリング結果をまとめると以下の通りである。
＜共通＞
「人件費の上昇」は、₃ カ国で共通した課題と言える。投資のメリットに関しては、「市
場規模、成長性と人材の確保」を注視している。
＜中国 ₂ 社＞
人件費を含めたコストの上昇が最も経営上の問題点として挙げられている。また、人的
資源の制約も深刻な問題としている。豊富な人材があることを前提に、コストを比較的安
い内陸部に拠点を置き展開し始めている企業もあり、事業撤退や第 ₃ 国へのシフトは未だ
に考えていないようである。
＜ベトナム ₅ 社＞
チャイナ・プラス・ワンの最有力候補として注目が集めるベトナムは、人口₉₀₀₀万人を
突破し、豊富な労働力の存在、相対的に安い人件費（日本の ₁ / ₄ 、中国の ₁ / ₂ 程度）、ま
た、安定した政治体制などが評価され、₂₀₁₀年からオフショア開発の新規相手国として、
多くの日本の IT 企業が興味を持っている。日本の本社が受注し、現地での対日オフショ
ア開発を行うことにより、全体の開発コストを下げている。さらに、近年では、タイプラ
スワンの候補地としてもみられるようになった。
＜ミャンマー ₅ 社＞
長らく続いた軍事政権から₂₀₁₁年 ₃ 月末にテインセイン政権に民政移管されてから、既
に ₃ 年が経過している。現在はミャンマーブーム的な状況が続いている。人件費は確かに
安価ではあるが、電力供給、物流網をはじめ、製造業に必要な基礎的なインフラ面の整備
はまだ不十分であるため、実際に進出し企業経営をすることは容易ではない。
ソフトウェア開発人材の確保のため、ミャンマーの大学の新卒を採用し、さらに日本語
教育を行っている。ミャンマーに進出した中小企業は中国から移転してきたものではない
ことが確認された。
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Ⅳ　考察
本節は、上記のような様々な形態で海外展開を実践する中小企業に対してヒアリング調
査を行い、ソフトウェア分野における中小企業による中国、ベトナム、ミャンマーでの事
例分析を通して、中小企業の海外展開における今後の取るべき方向性・対策について考察
するものである。
₃ カ国は地域的に近い国々とは言え、人口規模、宗教などを背景とする社会・国民性、
政治体制、経済発展度合いなどが全く異なるので、ビジネス上の課題について比較するこ
とを前提として、表 ₄ にまとめて見る。
立地優位性の獲得は、企業の国際化を促す最も基本的な動機である。経済成長や産業発
展に伴ってその源泉が変化していくため、それに応じて企業も立地や現地化のあり方を変
えていく必要がある。近年、日本の海外投資の動向を振り返ってみると、日本企業による
海外生産は、NIES（シンガポール・香港・台湾・韓国）の輸出加工区への進出から始まり、
そして ASEAN（タイ・インドネシア・フィリピン・マレーシア）の輸出加工区、さらに
は中国の「経済特区」や「経済開発区」にエリアを拡大してきた。その中でも労働集約型
企業は、NIES から ASEAN、そして中国へと渡り鳥的に移転してゆく企業も少なくなか
ったと言える状況である。最近のベトナムやミャンマーなどアジア新興国への直接投資の
増加も、国際分業として進められてきた経緯があると共に、リスク分散の意味があったも
のと考える。
経営資源が限られている中小企業は、新興国での投資を検討する際に、客観的な視点か
ら成長機会と投資リスクの見極めが求められている。今後は、言語や商習慣の相違の克服、
より優秀な人材の獲得、そして現時点及び将来の企業体力等から総合的に判断して慎重に
表 ４　中国・ベトナム・ミャンマーの基礎情報比較
中国 ベトナム ミャンマー
人口（万人） ₁₃₆︐₀₇₆ ₈︐₉₆₉ ₆︐₄₉₃
一人当たり GDP（ドル） 　₆︐₇₄₇ ₁︐₉₀₂ ₈₆₉
実質ＧＤＰ成長率（％） 　　₇．₇ 　₅．₄ ₇．₅
インフレ率（％） 　　₂．₆ 　₆．₆ ₅．₈
失業率（％） 　　₄．₁ 　₄．₄ 　 ₄
ワーカーの賃金（基本給、ドル） 　　₃₇₅ ₁₂．₁ ₁₂．₈
ベースアップ率（₁₂年度→₁₃年度） 　　₉．₂ ₉₃．₄ ₁₂．₈
主な宗教 仏教・イスラム
・キリスト
仏教 仏教
出所：IMF・WEO（₂₀₁₄年 ₄ 月）の₂₀₁₃年の値を利用。
　　　ジェトロ「在アジア・オセアニア日系企業実態調査（₂₀₁₃年度）」より筆者が作成
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検討すべきことである。
Ⅴ　まとめ
本稿では、近年の直接投資理論に関連付けながら、経済産業省中小企業庁の『中小企業
白書』そしてジェトロ『在アジア・オセアニア日系企業実態調査』の個票データを用いて、
日本の中小企業の海外展開の進展状況を概観した。さらに、中国、ベトナム、ミャンマー
に進出した日系中小 IT 企業に実地インタビュー調査を行い、東アジア新興国のビジネス
環境と中小企業の海外展開に関するビジネス課題を分析、考察を行うことで、中小企業の
東アジア展開の実態を明らかにした。ここでは、分析結果から得られた知見と残された研
究課題を述べる。
現在、東アジア新興国は一つの有望な投資先として注目されている。特に労働集約型産
業は、人件費の上昇に影響を受けやすいため、より人件費の安い国・地域へシフトしてい
くことは、企業にとって合理的選択である。中国における経営環境が厳しくなっているこ
とから、中国からベトナムそしてミャンマーといった東アジア新興国へのシフトが行われ
ているのではないかとの問題意識を抱いていた。日本企業が人件費の高騰に悩まされ、東
アジア新興国へと企業立地の転換を図っているのは事実である。しかし、IT 業界におい
ては、中国からベトナム、そしてミャンマーへシフトする動きについては明確には顕在化
されていないことが分かった。
グローバル化が進む中で、中小企業が成長していくためには、中小企業自身もグローバ
ルな視点を持つことが必要である。本研究から得られた知見として、新たな活路を求め東
アジア新興国への進出に挑もうとしているが、大企業に比べ資本力や情報力に劣るため、
中小企業の海外展開は容易ではないことが強く示唆されている。
経済発展が続く東アジア新興国での人件費の上昇はやむを得ない面がある。コストが上
昇する反面、市場としても拡大するとの見方があるので、進出時の計画段階から、将来の
賃金上昇、労働供給力、そして市場成長性などを考慮しておくべきである。また今後は、
本稿で明らかした知見を基に、どのような経営戦略を持ってこれらの課題に対処するかに
ついて、より詳細な理論研究と実証研究を行うことが今後の研究課題である。
【参考文献】
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